
技能検定試験に係る情報は、中央職業能力開発協会
(http://www.javada.or.jp)ホームページの　　　　 から
ご覧になれます。

令和８年度 後期

令和８年１０月５日㈪～１０月１６日㈮まで【消印有効】

令和８年１１月２７日㈮

令和９年1月２４日㈰
〃　1月３１日㈰
〃　２月７日㈰

令和９年３月１２日㈮

令和８年１２月４日㈮～令和９年２月１４日㈰
　　　　　　　　　 までの間の指定する日

働く人々等の持っている技能や知識が、社会や企業において正しく評価されることは技能習得

への励みとともに、企業の活性化や我が国の産業の発展のために重要なことです。技能検定は、

そのような技能や知識を一定の基準により検定し、公証するため国の法律（職業能力開発促進

法）に基づき実施される国家検定制度であり、合格者には厚生労働大臣名（特級・１級・単一

等級）または、都道府県知事名（２級・３級）の合格証書が交付され技能士と称することがで

きます。

※各試験日の日程が決定次第、受検票と併せて実技試験
　公表問題を発送します。(11月２７日以降発送予定)

９

「減免対象者」について
　本年度も「実技試験」における３級の受検手数料が減免となり、対象者は２３歳未満の方、又は『在校生（高校・大
学・高等技術専門校等）』となります。詳細については、４ページをご参照ください。

受検申請に当たってのお願い

　受検申請書は、郵送（受検手数料は振り込み等）での提出をお願いいたします。なお、当協会の窓口では、受付し
ておりません。



※23歳未満の方とは、令和８年４月１日時点で23歳に達してない方です。
　今年度においては、平成15年４月２日以降に生まれた方が対象です。

・運転免許証

・マイナンバーカード（表面）

・健康保険資格確認書

・本人と確認できる公的証明書



「受検手数料」のインボイス制度における取扱いについて

　受検手数料は、“非課税”です。このためインボイス制度の対象外であり「請求書」及び「領収書」の発行はしておりませんので、銀行
等が発行する振込確認書類等のコピーを取るなどして保管してください。
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型枠施工 型枠工事作業

令和８年４月１日時点で23歳に達していない方です。
今年度においては、平成15年４月２日以降に生まれた方が対象です。

　技能五輪全国大会青森県予選は、受検資格に関係なく平成16年１月１日以降に生まれた方
であれば技能五輪予選参加者として２級実技試験が受験可能です。

令和８年１０月５日㈪～１０月１６日㈮まで

【消印有効】

【注意】振込日は、10月５日㈪からとなりますので、この振込日よりも前に
　　　振込は絶対に行わないでください!!
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令和８年１０月５日㈪～１０月１６日㈮まで

平成１６年１月１日以降に生まれた方



令和９年
１月２４日（日）
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１月１７日（日）
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【注意】

１　検定職種に関する訓練科、又は学科を修めた者は受検資格に必要な実務経験が短縮になります。

　（前表受検資格参照）

２　職業訓練指導員の免許を持っていて学科試験の免除を受けようとする場合は、検定職種に相当する

　職種でなければなりません。

３　実務経験は、検定職種に関する訓練科とおおむね同一の名称の職種に係る実務の経験を有することと

　します。

４　その他、不明な点は当協会へお問い合わせください。













・運転免許証

・マイナンバーカード（表面）

・健康保険資格確認書

・本人と確認できる公的証明書







【注意】本証明書は、“３級”を受検する２３歳未満の『雇用保険の被保険者』の方（在職者）が対象であり、

「実技」試験の受検手数料の減額申請用に使用いたしますので、必ず記入及び添付願います。

なお、高校・大学・高等技術専門学校・職業能力開発短期大学校等の在校生は提出不要です。
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生 年 月 日
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（　 年　月）

（　 年　月）

（　 年　月）

（　 年　月）

（　 年　月）

（　 年　月）

（　 年　月）

電 話（　　　）－（　　　）－
ＦＡＸ（　　　）－（　　　）－

（注意） 記入する前に必ず裏面の注意事項をよく読んで下さい。

年　　　月　　　日　　　　氏名

級
検定職種

作 業 名

※

※印の欄は記入しないこと。

受検番号

氏　　名

事業所名
又は
学 校 名

学 科 試 験 写 真 票
  (注) 学科試験を受検しない方は写真及び記入は不要です。

級
別

級
検定職種

作 業 名

※

※印の欄は記入しないこと。

受検番号

氏　　名

事業所名
又は
学 校 名

実 技 試 験 写 真 票
  (注) 実技試験を受検しない方は写真及び記入は不要です。

級
別

技能検定合格状況

取　　得
都道府県

取　　得
都道府県

群　　別

受検番号

※本項目には記入しないこと。

□18,200 □15,100 □13,300

減免
□13,700 □10,600 □ 9,200
□  8,800 □  6,100 □ 4,300

減免・学割
□12,100 □10,100 □ 8,900
□  7,600 □  5,600 □ 4,400
□  3,100 □  2,900 

※本項目には記入しないこと。

□ 3,100

Ａ甲　実技・学科とも受検

 Ｂ　  実技免除で学科受検

Ａ乙　実技免除なしで学科のみ受検

 Ｃ　  学科免除で実技受検

注)受検案内に記載されている実施職種名（作業名）の正式名称で記入。

Ａ丙　学科免除なしで実技のみ受検

 Ｄ　  実技試験・学科試験の両方免除

「下位級合格後」
の受検資格で申請す
る場合のみ記入
（コピーを添付）

試験、検定、免許等の名称
(該当する番号を○で囲んで下さい)

コピーを
添付

試験、検定、免許等の名称
(該当する番号を○で囲んで下さい)

コピーを
添付

（下４ケタ）

(役職：　　　　　）

S･H･R　 年　月～ S･H･R　 年　月

※免除資格を有する場合の記入例
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